
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 介護保険事業の今後の見込み 
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第１章 介護保険事業の現状と将来見込み 

 

この章では、介護保険事業計画において基本となる被保険者、要支援・要介護認定者に

ついて、将来の見込みを推計しています。 

 

１ 介護保険法の改正 

 

第 7 期介護保険事業計画の策定にあたり、制度改正のポイントは以下のとおりです。 

 

（１） 地域包括ケアシステムの深化・推進 

① 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進 

高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、制度の持続 

可能性を維持するためには、地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に応

じた自立した生活を送るための取組を進めることが重要とされました。 

 

② 医療・介護の連携の推進等 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医

学管理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施

設」としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設（介護医療院）が創設されます。 

なお、現行の介護療養病床（介護療養型医療施設）の経過措置期間については、6

年間延長されました。 

 

③ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 

地域福祉の推進の理念として、支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複

合的な地域生活課題について、地域住民や福祉関係機関、行政等による包括的支援

体制づくりが重要とされ、改めて地域福祉計画の重要性が強調されました。 

また、高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護

保険と障害福祉両方の制度に新たな共生型サービスが位置づけられます。 

 

（２） 介護保険制度の持続可能性の確保 

① 2 割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を 3割とする 

世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、2

割負担者のうち、特に所得の高い層（年金収入等 340 万円以上）の負担割合が平成

30 年 8 月から 3割となります。ただし、月額 44,400 円の負担上限があります。 

 

② 介護納付金への総報酬割の導入 

各医療保険者が納付する介護納付金（40～64 歳の保険料）について、被用者保険

間では「総報酬割」（報酬額に比例した負担）となります。 
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２ 被保険者 

 

（１）第１号被保険者の現状 

65 歳以上の第 1号被保険者の状況については、以下のとおりとなっています。 

（単位：人） 

  
第５期 第６期 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

65 歳～74 歳 60,586 62,845 65,149 65,854 65,225 64,110 

75 歳以上 51,052 53,047 54,779 56,771 59,700 62,304 

合 計（A） 111,638 115,892 119,928 122,625 124,925 126,414 

       
計画値（B） 111,394 115,206 118,709 122,593 124,431 125,549 

対計画比（A/B） 100.22% 100.60% 101.03% 100.03% 100.40% 100.69% 

資料：介護保険事業状況報告（各年 9月月報） 

 

（２）第１号被保険者の推計 

本市の人口推計と第 1号被保険者のこれまでの増加数に基づき推計すると、平成 30 年

度から平成 32 年度まで及び平成 37 年度における第 1 号被保険者数を推計すると、次の

とおりとなる見込みです。 

 

（単位：人） 

  
第７期 第９期 

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37 年度 

65 歳～74 歳 63,181 61,192 60,478 48,443 

75 歳以上 64,352 66,387 67,051 75,761 

合 計 127,533 127,579 127,529 124,204 

（注）各年度 9 月末見込み 

 

  



105 

３ 要支援・要介護認定者数の推計 

 

第 7 期（平成 30～32 年度）及び平成 37 年度までの要支援・要介護認定者数の見込み

については、今後の第 1 号被保険者数の推計をもとに、これまでの認定率の推移を考慮

し、次のように推計しています。 

 

要支援・要介護認定者の状況（第２号含む） 

（単位：人） 

  平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37 年度 

要支援 1 5,054 5,182 5,307 5,763 

要支援 2 4,796 4,925 5,045 5,441 

小計 9,850 10,107 10,352 11,204 

要介護 1 4,806 4,957 5,097 5,701 

要介護 2 4,792 4,939 5,077 5,649 

要介護 3 3,550 3,653 3,763 4,279 

要介護 4 3,041 3,135 3,237 3,658 

要介護 5 2,507 2,587 2,661 2,994 

小計 18,696 19,271 19,835 22,281 

合計 28,546 29,378 30,187 33,485 
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